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火
災
か
ら

い
の
ち
を
守
る

平
成
31
年
（
令
和
元
年
）
の
火
災
発
生
状
況

と
か
ち
広
域
消
防
局
予
防
課
（
西
６
南
６
、
消
防
庁
舎
３
階
、
☎

26
・
9
1
2
4
）

　
火
災
は
身
近
な
も
の
か
ら
発
生
し
ま
す
。

　
う
っ
か
り
ミ
ス
や
油
断
を
な
く
し
、
命
や
財
産
を
奪
う
火
災
を
な
く
し
ま
し
ょ
う
。

１
年
で
49
件
の
火
災
が
発
生

　

平
成
31
年
（
令
和
元
年
）
に
帯
広
市

内
で
発
生
し
た
火
災
は
49
件
で
、
平
成

30
年
と
比
べ
て
16
件
増
加
し
て
い
ま
す
。

（
表
１
）

火
災
の
多
く
は
生
活
に

身
近
な
も
の
が
原
因

　

出
火
原
因
の
１
位
は
ス
ト
ー
ブ
、
２

位
は
こ
ん
ろ
や
煙
突
な
ど
で
、
火
災
の

多
く
は
生
活
に
身
近
な
も
の
が
原
因
で

発
生
し
て
い
ま
す
。（
表
２
）

台
所
へ
の
住
宅
用
火
災
警
報
器

の
設
置
を
推
奨
し
ま
す

　

皆
さ
ん
は
、
台
所
に
住
宅
用
火
災
警

報
器
を
設
置
し
て
い
ま
す
か
？

　

台
所
は
、
毎
年
「
住
宅
火
災
」
の
出

火
場
所
の
上
位
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

火
災
発
生
を
大
き
な
音
で
知
ら
せ
る

住
宅
用
火
災
警
報
器
が
あ
れ
ば
、
火
災

発
生
を
早
期
に
知
る
こ
と
が
で
き
、
被

害
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

大
事
な
命
や
財
産
を
守
る
た
め
、
台

所
に
も
設
置
し
ま
し
ょ
う
。

表　学生納付特例承認後の年金

図１　基準額の計算方法

図２　過年度分の申請例

受給資格期間
への算入※1 年金額への反映

納付 ○ ○
学生納付特例 ○ ×※2

未納 × ×

問
い
合
わ
せ

国
民
年
金
保
険
料

学
生
納
付
特
例
制
度

令
和
２
年
度
の
申
請
受
付
は
４
月
１
日
㈬
か
ら

　
学
生
で
国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
は
、
国
民
年
金
保
険

料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

国
民
年
金
制
度
は
20
歳
か
ら
60
歳
ま

で
の
40
年
間
加
入
し
、
そ
の
納
付
状
況

に
よ
っ
て
年
金
額
が
決
定
さ
れ
ま
す
。

　

届
け
出
を
忘
れ
た
り
、
国
民
年
金
保

険
料
の
未
納
が
あ
る
と
将
来
受
け
取
る

年
金
額
が
減
少
し
た
り
、
加
入
期
間
が

足
り
ず
、
年
金
が
受
け
取
れ
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る

「
学
生
納
付
特
例
制
度
」

　

学
生
で
国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
る

こ
と
が
困
難
な
場
合
、
本
人
の
所
得
が

基
準
額
（
図
１
）
以
下
の
場
合
で
あ
れ

ば
、
申
請
に
よ
り
在
学
中
の
保
険
料
納

付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
２
年
度
（
令
和
２
年
４
月
～
３

年
３
月
）
の
学
生
納
付
特
例
の
申
請
受

け
付
け
は
、
４
月
１
日
㈬
か
ら
で
す
。

戸
籍
住
民
課
ま
た
は
帯
広
年
金
事
務
所

で
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
令
和
元
年
度
に
学
生
納
付
特

例
が
承
認
さ
れ
て
い
て
、
令
和
２
年
度

も
引
き
続
き
同
じ
学
校
に
在
学
予
定
の

人
は
、
日
本
年
金
機
構
か
ら
４
月
上
旬

に
送
付
さ
れ
る
学
生
納
付
特
例
申
請
書

（
は
が
き
）
に
必
要
事
項
を
記
入
し
て

返
送
し
て
く
だ
さ
い
。
は
が
き
が
届
い

て
い
な
い
場
合
は
、
申
請
書
の
提
出
が

必
要
で
す
。

学
生
納
付
特
例
承
認
後
の
年
金

　

学
生
納
付
特
例
が
承
認
さ
れ
た
期
間

は
、
受
給
す
る
老
齢
基
礎
年
金
額
に
は

反
映
さ
れ
ま
せ
ん
が
、
年
金
を
受
給
す

る
た
め
の
受
給
資
格
期
間
に
は
算
入
さ

れ
ま
す
。（
表
）

手
続
き
を
し
な
い
場
合
の
デ
メ
リ
ッ
ト

　

保
険
料
を
未
納
の
ま
ま
に
し
て
お
く

と
、
万
が
一
の
事
故
や
病
気
に
よ
り
障

害
が
残
っ
た
場
合
、
障
害
基
礎
年
金
を

受
け
取
れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

過
年
度
分
も
申
請
で
き
ま
す

　

過
去
の
期
間
で
学
生
納
付
特
例
の
申

請
を
し
て
い
な
く
て
も
、
学
生
だ
っ
た

こ
と
を
証
明
で
き
る
も
の
が
あ
れ
ば
、

申
請
日
か
ら
２
年
１
カ
月
前
の
分
ま
で

さ
か
の
ぼ
っ
て
申
請
が
で
き
ま
す
。（
図

２
）

戸
籍
住
民
課
国
民
年
金
係
（
市
庁
舎
１
階
、
☎
65
・
４
１
４
３
）、

帯
広
年
金
事
務
所
（
西
１
南
１
、
☎
25
・
８
１
１
３　
音
声
案
内
２
番
→
２
番
）

問
い
合
わ
せ

平成31年・令和元年 平成30年 増減
火災件数　（件） 49 33 16

建物火災 31 24 7
住宅 17 16 1
事業所など 14 8 6

車両火災 4 4 0
林野火災 1 0 1
その他火災 13 5 8

野火 9 1 8
工作物など 4 4 0

死　者（人） 2 1 1
負傷者（人） 3 6 ▲ 3

順位 出火原因 件数
１位 ストーブ ６件

２位
こんろ

２件煙突・煙道
放火（疑い含む）

３位

たばこ

１件

風呂かまど
電気機器

電灯・電話などの配線
配線器具

火遊び

表1　火災発生状況表2　主な出火原因

申請に必要なもの

よくある火災事例

住宅用火災警報器
台所への設置のすすめ

○鍋に火をかけたまま、
　その場を離れる

○ガスこんろ近くに
　ふきんを
　干している

○グリルやオーブン内の油汚れを
　清掃していない

台所にも設置して
安全安心に
生活しましょう

台所にも設置して
安全安心に
生活しましょう

▽個人番号カード
　�（個人番号カードをお持ちでない場合は、通

知カードなどの個人番号を確認できる書類と
運転免許証などの本人確認書類※顔写真付き
であれば１点、顔写真なしであれば２点）

▽年金手帳　▽印鑑
▽学生であることを証明できるもの
　（学生証 写しも可、または在学証明書の原本など）

※1  年金を受給するためには一定の要件があります。
※2  �保険料を10年以内に納付（追納）すると年金額に反映

されます。

平成30年４月時点で、20歳以上で在学していた場合

令和２年５月中であれば、平成30年４月分まで
さかのぼって申請することができる

令和２年５月 平成30年４月

追 納 制 度

　学生納付特例が承認された期間は、保険料を納めたと
きに比べ、受け取る年金額が少なくなります。これを補
うために、学生納付特例が承認された期間から10年以内
であれば、年金の受給前に限り、さかのぼって保険料を
納めることができます。
　ただし、承認された期間の翌年度から起算して３年度
目以降に追納する場合は、当時の保険料に、経過期間に
応じた額が加算されます。追納を希望する場合は、年金
事務所で手続きをしてください。

基準額=118万円＋（扶養親族などの数×
38万円）＋社会保険料控除額など


